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次世代へ繋ぐ成育医療で世界をリード
～小児・周産期・女性医療を起点とする生涯の健康支援～

――貴センターの理念、使命、社会的役割について
お聞かせ下さい。
笠原　1965年に発足した国立小児病院が始まりで、
2002年に国立大蔵病院と合併し、04年に研究所を
開設しました。「病院と研究所が一体となり、健全な
次世代を育成するための医療と研究を推進します」
を理念とし、小児医療を根幹としながらも、リプロ
ダクションに係る疾患に関わる医療と研究を推進す
る役割を担ってきました。そういう意味では、女性
の一生を支え、更に次の世代に至る迄、非常に広い
スパンをカバーしていると言えます。最近では、健
康は生涯を通じて形成されるという考え方から、

「ライフコースアプローチ」の重要性が高まってい
ます。そうした中で、当センターには予防、治療、リ
ハビリ、介護迄を全て統合し、生涯のあらゆる時点
で医療が介入するシステムを社会に実装する役割が
有ると思っています。
――重症や希少疾患の小児、ハイリスクな妊産婦へ
の高度専門医療と地域医療とを両立されています。
笠原　研究所と連携し、日本全国からご紹介頂いた
患者さんに高度医療を提供しています。一方で、世
田谷区医師会や玉川医師会と強力に連携を取り、地
域医療にも力を入れています。現在、277の連携医
療施設が在り、「診診連携」や「病診連携」には非常に
強い病院だと思います。又、少子化により小児医療
を縮小している病院が増え、集約化が進んでいる中

でも、当センターが担う役割が大きくなっています。
現在、一般の入院患者の内、世田谷区民が占める割合
は約38％、外来の場合は約42％、救急外来では約70
％以上となっていますので、地域に根ざした「24時間
365日断らない」病院となっていると思います。

研究・臨床の連携によりES細胞の臨床応用で実績

――併設する研究所と臨床研究センターとの連携や、
28診療科の連携体制についてお教え下さい。
笠原　当センターでは、医師以外にも多くの医療者が
患者さんに関与し、見守る体制を取っています。元々
が小児と女性に特化した病院ですので、皆で力を合わ
せて様々な角度から手を差し伸べて患者さんを支えて
います。当センターの病院と研究所を繋ぐ橋が在り、
我々はこれを「夢の架け橋」と呼んでいます。この橋を
渡って病院から検体を運び、研究所でiPS細胞やES細
胞を作製して病院に戻すといったやり取りが行われて
います。研究所には多くのシーズが有り、我々は希少
疾患を扱っていますので、トランスレーショナルリサ
ーチが可能な環境ではありました。臨床研究センター
との連携は、特に小児の治験が少ない事から始まりま
した。アカデミック臨床研究機関（ARO）として外部
の大学や学会の研究支援も行っていますので、幅広く
国内に於ける臨床と研究を繋ぐ役割を担っています。
診療科間の垣根も低く、病院、研究所、臨床研究セン
ター、女性の健康総合センター全てが連携し、良いチ
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ームワークを築けていると思います。
――再生医療の研究と臨床応用の進捗は。
笠原　公式発表は20年の事になりますが、世界初の
ファースト・イン・ヒューマンとなるES細胞から作
製した肝細胞を、先天性代謝異常の小児５名に既に移
植しました。通常、先天性代謝異常のお子さんは生後
にミルクを飲み始めると直ぐに血中アンモニアが上昇
し、神経がダメージを受けて意識障害や痙攣、発達障
害等を来たします。ES細胞から作製した肝細胞を移
植した事でアンモニアを分解する酵素を産生出来る様
になり、現在は５名とも完全無障害で普通の保育園に
通っています。iPS細胞の臨床応用についても、京都
大学のiPS細胞研究所CiRA（サイラ）とも密にコミュ
ニケーションを取りながら進めているところです。
――手術支援ロボットについては如何ですか？
笠原　今年度、日本の小児病院で初めて手術支援ロボ
ットを導入します。ロボットは圧倒的に視野が良く、
人の手よりもよく動きます。特に、小児は体が小さい
のでブレが無く正確に動くのが最大の利点です。ボト
ルシップに例えると、船だけを作れるのが通常の手術、
船をボトルの外から作れるのが腹腔鏡手術、ボトルの
中に入って船を作る事が出来るのが手術支援ロボット
で、それだけ画期的なものです。ロボットが導入され
れば、小児外科、小児泌尿器科、小児耳鼻科、移植外
科等、全ての診療科が協力して活用が進むでしょう。
しかし、現時点では小児医療、周産期医療、療育医療
で認められている術式が少なく、当センターとしては
小児医療と女性医療でロボットを応用した治療法を確
立させ、保険収載に繋げる事がミッションだと考えて
います。
――どの位の症例数で申請出来るのでしょうか。
笠原　例えば、高度先進医療では５〜10例です。希少
疾患は症例を集めるのが難しく、オールジャパンで取
り組む必要が有ります。この領域には患者さんの為に
何がベストなのかを常に考えている医師が多いので、
それも実現可能だと考えます。当センターが礎となり、
ここから全国へと広げていきたいと思います。
――これ迄のご実績を踏まえ、小児移植医療の現状と
社会的意義について、先生のお考えをお聞かせ下さい。

笠原　海外からもよく指摘を受けますが、日本は未
だ生体移植が主体で、脳死による臓器移植が進んで
いません。当センターのドナーは９割位が生体で、
その殆どは両親からの臓器提供によるものです。臓
器移植が開始された当初は、車輪の両輪の様に生体
と脳死が同時に進み、何れ生体肝移植は緊急避難的
に実施する様になるという見通しだったのが、その
ままドナーの善意に甘えてきてしまったというのが
現状です。ドナーの合併症もゼロではありませんか
ら、我々も反省しなければならないところです。
――生体移植だけでは限界が有ります。
笠原　心臓移植は生体移植では不可能ですし、例え
ば遺伝性疾患のお子さんで移植が必要な場合、ご両
親が同じ病気又は保因者だとドナーになる事が出来
ません。この様に生体移植で救えない命が有る以上、
脳死による移植も推進していかなければなりません。
その為に、厚生労働省とは臓器提供施設連携体制構
築事業を17施設で実施していますし、日本臓器移
植ネットワークや日本医師会関連学会とも協同して
啓発活動を続けているところです。昨今、臓器提供
が有るにも拘わらず、移植施設が多忙な故に移植が
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